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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄

【経常収支比率】　職員給を抑制して経常的にかかる人件費を削減したことにより、経常的経費に充当する一
般財源の額は減少したものの、普通交付税をはじめとする交付金が削減されたことに加え、三位一体改革の
効果として期待された税収の伸びが実現せず、経常的な一般財源収入額が減少したことにより、前年度と比
較して2.2ポイント上昇したが、類似団体平均は4.1ポイント下回っている。今後も本指標を注視し、人件費の
抑制（平成21年度から22年度までの2年間で88百万円削減を目標）などの行財政改革への取組みを通じて
更なる財政健全化へ努める。

【人件費及び人件費に準じる費用】　人口1人当たり決算額は、類似団体平均を1,941円下回っている。これは
国の人事院勧告に基づき、職員手当を見直した（調整手当10％を廃止し、地域手当3％を新設）ためである。
今後も定員適正化計画に基づき職員数の抑制を図り、更なる人件費の削減を図っていく。

【公債費及び公債費に準ずる費用】　人口1人当たり決算額は、類似団体平均と比較して952円低くなってい
るが、公営企業債の元利償還金に対する一般会計からの繰出金などの準元利償還金ベースの人口1人当た
り決算額は、類似団体平均を12％上回っている。これは公共下水道整備事業の元利償還金によるものであ
る。今後は下水道整備事業の推進に伴い起債額が増加し、それと同時に元利償還金も増加することを想定
している。そのため、一般会計での起債額を抑制し、町全体として後年度に過度な負担を与えないよう健全な
財政運営に努める。

【普通建設事業費】　事業費ベースでは、町の財政状況を反映し、類似団体平均と同様に、平成17年度まで
は減少傾向にあったが、平成18年度から事業費が増加しているのは、国のまちづくり交付金を活用した都市
再生整備に着手したことによるものである。都市再生整備が終了する平成23年度までは、平成18年度とほぼ
同水準で推移することを想定している。今後は、事業に充てる特定財源の確保に努めるとともに、一般財源
の抑制を図っていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 2,332,442 69,501 61,566 12.9
賃金（物件費） 171,850 5,121 4,205 21.8
一部事務組合負担金（補助費等） 9 0 7,620 ▲ 100.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 143 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 76,460 2,278 2,851 ▲ 20.1
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 9,618 287 1,227 ▲ 76.6
▲退職金 ▲ 246,268 ▲ 7,338 ▲ 5,824 26.0
合計 2,344,111 69,848 71,789 ▲ 2.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.84 7.02 0.82
ラスパイレス指数 96.4 95.6 0.8
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

941,783 28,063 32,851 ▲ 14.6

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 9 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 380,755 11,346 10,088 12.5
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

- - 3,876 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 1,484 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 16 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 643,866 ▲ 19,186 ▲ 27,148 ▲ 29.3

合計 678,672 20,223 21,175 ▲ 4.5
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

841,767 25,413 ▲ 50.8 59,853 ▲ 9.6 ▲ 41.2

うち単独分 422,348 12,751 ▲ 67.3 38,883 ▲ 15.2 ▲ 52.1

519,506 15,622 ▲ 38.5 52,737 ▲ 11.9 ▲ 26.6

うち単独分 306,489 9,217 ▲ 27.7 35,895 ▲ 7.7 ▲ 20.0

456,612 13,653 ▲ 12.6 42,971 ▲ 18.5 5.9

うち単独分 253,663 7,584 ▲ 17.7 27,006 ▲ 24.8 7.1

513,041 15,294 12.0 41,759 ▲ 2.8 14.8

うち単独分 362,641 10,810 42.5 25,833 ▲ 4.3 46.8

926,170 27,597 80.4 36,358 ▲ 12.9 93.3

うち単独分 437,102 13,024 20.5 21,039 ▲ 18.6 39.1

過去５年間平均 651,419 19,516 ▲ 1.9 46,736 ▲ 11.1 9.2

うち単独分 356,449 10,677 ▲ 9.9 29,731 ▲ 14.1 4.2
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